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そこで、本論文は、研究対象を日本の SIer 業界における IT アウトソーシングに限
定し、今までに知見があまり得られていない SIer 業界ならではの IT アウトソーシン
グの影響について検討することにした。なお、SIer 企業が本研究の対象になるため、
SIer 企業におけるアウトソーシングの形式である ITO（Information Technology 
































































i：企業数 159， t：期間 2001－2013   
ln（被説明変数 it）＝α＋β1ln（製造費外注率 it）＋β2ln（従業員数 it）＋β3ln（従
業員平均年収 it）＋β4ln（従業員平均勤続年数 it）＋εit             （Model 1） 
 
i：企業数 159， t：期間 2001－2013 
ln（被説明変数 it）＝α＋β1ln（製造費外注率 it）＋β2ln（従業員数 it）＋β3ln（従





159 社の SIer 企業の 2001 年から 2013 年まで合計 1559 のサンプルを対象として、日
経 NEEDS－FAME（早稲田大学 BETA 版）と eol データベースでデータを収集した。統計











最後は結果に対し、経営学の分析も行い、SIer 企業における ITO 活動が企業の効率
性、収益性、生産性と成長率を促進させる理由も考察した。考察内容は「一般的なア
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第 1 章 はじめに 













そこで、本論文の研究対象を日本の SIer 業界における IT アウトソーシングに限定




従って、SIer は IT サービス企業の一種だと考える。 














第 2 節 本研究の対象 
SIer 企業が本研究の対象になるため、SIer 企業における IT アウトソーシングの形
式である ITO に注目して研究したい。ITO とは、生産アウトソーシング（製品生産の一
部プロセスを外部に委託することである。詳細な定義は第三章で詳しく説明する）の
一種で、本研究では、ITO という表現の使用は、生産アウトソーシング中の IT 製品生
産業務を指す時のみに限定する。（第三章では、また ITO について詳しく述べる。） 






























特に、「業務処理用 IT 関連アウトソーシング」と区別して SIer 企業が IT 製品の生
産プロセスの一部を他の企業に二次アウトソーシングする行為が本研究の研究対象に















































































第 4 節 本研究の方法、手段と目的 
第 1 項 本研究の方法 
先行研究の方法を調査すると、レビュ ［ーGonzalez 2013］、ケーススタディ［Sargent 
2007］、アンケート調査あるいはインターネットによる調査［Chu and Wang］、デー






第 2 項 本研究の手段 
データを大量に使った定量的実証研究の先行研究の手段として、アウトソーシング
の報告ニュースの整理によって企業のアウトソーシングの現状を把握するという手段
もある［Agrawal and Haleem 2013］が、データベースのデータを計算し、外注率
を計算する方法もある［Kambara 2013］。また、収集されたデータの期間に関しては、
短期間（1 年間など）のデータを収集した先行研究［Agrawal and Haleem 2013］、









企業の 2001 年から 2013 年までの合計 1559 個のサンプルを対象として、日経 NEEDS－
FAME（早稲田大学 BETA 版）と eol データベースでデータを収集することにした。 
 
第 3 項 本研究の目的 
統計解析ソフトウェア GRETL を使用し、推計結果が「企業のアウトソーシングは企
業のパフォーマンスにプラスの影響を与える」という仮説と一致するかどうかを検証






















ると考えられる［Amit and Schoemaker 1993］。なお、Chu and Wang［2012］、





など有するという 4 つの要素を挙げ、この 4 つの要素がお互いに影響し合いながら、
地域の競争力を作り出すと考えた。この考え方を図に描くと、ダイヤモンドの形状の
ようになることから、ダイヤモンド・モデルと呼ばれる［Porter，M．E．1990］。なお、





できる［中村滝哉 2004］。また、Chu and Wang［2012］、Mohiuddin and Su［2013］























の業務処理用 IT 関連アウトソーシングの活用に着目した Wang ら［2008］の研究と
Agrawal and Haleem［2013］の研究、生産アウトソーシングに焦点を当てた Kambara
［2013］の研究が挙げられる。一つ特定の国と特定の業界を研究対象にした先行研究















































具体例として、Agrawal and Haleem［2013］の研究では、IT アウトソーシングが
企業のパフォーマンスに与える影響を解明するために、IT アウトソーシングを実行す
る前と実行した後のそれぞれ 4 つの四半期における企業のパフォーマンスを比較する










































































施理由および現状の 4 つの側面から、アウトソーシングについて具体的に述べたい。 
 




































一方、BPO とは、BUSINESS PROCESS OUTSOURCING の略語であり、総務や人事およ
び経理など製品生産プロセスとは別に、企業が運営する上で必要な業務やビジネスプ
ロセスを子会社および外部の企業などに委託することである［大辞林 第三版］［ウィ
キペディア］。BPO において、一つの企業は、複数の IT 集約型ビジネスプロセス、例え
ば、人事や会計などを海外のベンダーに委託することが多い。BPO の誕生の歴史まで辿
















ために IT 技術を駆使する場合に ITO という呼び方をすることもあるため、生産アウト
ソーシングにおける ITO と区別がつかず、混乱してしまうおそれがある。それを避け
るために、本論文では、ITO の使用を生産アウトソーシング中の IT 製品生産業務を指




























































































































第 4 章 仮説と実証モデル 
 
第 4 章から第 6 章までは、仮説、モデル、サンプル、データ、推計結果、結果分析
の順序で、実証研究の流れを詳しく述べる。 
 

























けるアウトソーシングは ITO に限定し、企業は日本 SIer 企業に限定する。 
 
 
第 2 節 実証モデル 






















































i：企業数 159， t：期間 2001－2013   
ln（被説明変数 it）＝α＋β1ln（製造費外注率 it）＋β2ln（従業員数 it）＋β3ln（従
業員平均年収 it）＋β4ln（従業員平均勤続年数 it）＋εit            （Model 1） 
 
i：企業数 159， t：期間 2001－2013   
ln（被説明変数 it）＝α＋β1ln（製造費外注率 it）＋β2ln（従業員数 it）＋β3ln（従







第 5 章 データの説明 
第 1 節 サンプルの確定 
まず、サンプルの対象を確定するために、日経ソリューションビジネス 2008 年 7 月
30 日号で記載されている日本 SIer 大手企業ランキングと日経ソリューションビジネ
ス 2009年 7月 30日号で記載されている日本 SIer中堅あるいは中小企業ランキングを
あわせて、総計 360 社の日本 SIer 企業を最初のサンプルとして、データを収集する。 
次に、全部の企業名前を日経 NEEDS－FAME（早稲田大学 BETA 版）と eol データベー
スに入力し、調べた。非上場、倒産、M＆A などの原因で、360 社のうちデータが欠落
している企業も多数あった。結果、両方のデータベースとも収録している企業が 180
社である。この 180 社の 2001 年から 2013 年までの決算年度のデータを収集した。 
そして、企業名と決算年度を主キーとして、日経 NEEDS－FAME（早稲田大学 BETA 版）
と eol データベースから取得したデータを統合した。そのうち、18 社は本研究の説明
変数とされる必要なデータが足りなかったので、それらの企業のデータをサンプルか
ら除外した。ただし、ある企業が 2001 年から 2013 年までの間に、どれか一つあるい
は複数の年度のデータが欠落した場合は、残りの年度でその企業のデータを保持する。
このようなデータ選別プロセスを経て結果的に、162 社の企業のデータが残った。 
最後は、データの信頼度を試すために、日経 NEEDS－FAME（早稲田大学 BETA 版）と
eol データベースの両方から［売上高］というデータを取得し、両方のデータベースに
おいて相違がないかを確認した。結果、相違のあった 3 社のデータを除き、159 社のデ
ータを残した。従って、最終なサンプル数は 159 社の SIer 企業の 2001 年から 2013 年
までのデータで合計 1559 になった。 
 
 
第 2 節 被説明変数の出所と定義 
七つの被説明変数の出所と定義について説明したい。 







































































































































パフォー   項目 
マンス指標 
損益計算書 貸借対照表 
売上高 営業利益 経常利益 純利益 総資本 自己資本 
「売上高営業利益率」 ○ ○     
「売上高経常利益率」 ○  ○    
「総資本利益率」    ○ ○  
「総資本経常利益率」   ○  ○  
「株主資本利益率」    ○  ○ 
「総資本回転率」 ○    ○  










第 1 項 「製造費外注率」 
















































トソーシング IT 業務処理アウトソーシングを含んでおらず、SIer 企業が自分の製品を
































第 4 項 「従業員平均勤続年数」 








第 5 項 「企業設立年数」 
設立年数は企業の経営状況と経営戦略等への影響があるので、コントロール変数と
して企業のパフォーマンスへの影響を表すことができると考えられる。 












第 4 節 変数全体の補充説明 


































第 5 節 変数の特徴 
第 1 項 Summary Statistics 
変数の Summary Statistics は以下のようになる。 
 
表 3：SUMMARY STATISTICS 
 
数 平均値 標準偏差 最大値 最小値 
製造費外注率 1559 0.38224 0.18224 1.0000 0.004065 
従業員数［人］ 1477 1231.5 1607.8 10804. 18.000 
従業員平均年収［千円］ 1482 5895.4 1122.9 11734. 3168.0 
従業員平均勤続年数［年］ 1482 9.7451 4.2099 22.700 0.60000 
企業設立年数［年］ 1559 32.667 12.953 72.000 2.0000 
売上高営業利益率 1426  0.056946 0.086871 0.46940 -0.84780 
売上高経常利益率 1398 0.060866 0.091629 0.48020 -1.0466 
総資本利益率(ROA) 1426 0.027068 0.084803 0.47510 -0.98440 
総資本経常利益率(ROI) 1425  0.069719 0.079210 0.65900 -0.87420 
株主資本利益率(ROE) 1411 0.056793 0.28811 5.7261 -2.9637 
総資本回転率［回］ 1426 1.2334 0.47778 3.4200 0.15000 

















表 4：自然対数 SUMMARY STATISTICS 
 
数 平均値 標準偏差 最大値 最小値 
製造費外注率 1559 -1.1266 0.65536 0.00000 -5.5053 
従業員数［人］ 1477 6.4867 1.1656 9.2877 2.8904 
従業員平均年収［千円］ 1482 8.6650 0.18194 9.3702 8.0609 
従業員平均勤続年数［年］ 1482 2.1565 0.53872 3.1224 -0.51083 
企業設立年数［年］ 1559 3.3789 0.52041 4.2767 0.69315 
売上高営業利益率 1308 -3.0107 0.92167 -0.75630 -7.6009 
売上高経常利益率 1297 -2.9611 0.93318 -0.73355 -8.5172 
総資本利益率(ROA) 1217 -3.3933 0.98413 -0.74423 -8.5172 
総資本経常利益率(ROI) 1324 -2.8136 0.88975 -0.41703 -8.5172 
株主資本利益率(ROE) 1216 -2.8105 0.99132 1.7450 -8.5172 
総資本回転率［回］ 1426 0.12573 0.43097 1.2296 -1.8971 





































































































































































































第 6 章 研究結果 
第 1 節 推計結果 
第 1 項 推計に関する説明 
前章で説明したモデルにおけるすべての変数――説明変数である「製造費外注率」、
四つのコントロール説明変数と七つの被説明変数を gretl で処理した。サンプル数は
159 社の 2001 年から 2013 年までのデータの合計である 1559 になる。 





性になる。そして、標準誤差は、Robust standard errors を使用している。 
なお、第 4 章第 2 節でも述べたモデルを以下にもう一回示す。 
 
i：企業数 159， t：期間 2001－2013   
ln（被説明変数 it）＝α＋β1ln（製造費外注率 it）＋β2ln（従業員数 it）＋β3ln（従
業員平均年収 it）＋β4ln（従業員平均勤続年数 it）＋εit            （Model 1） 
 
i：企業数 159， t：期間 2001－2013   
ln（被説明変数 it）＝α＋β1ln（製造費外注率 it）＋β2ln（従業員数 it）＋β3ln（従

























const  -16.7195*** -14.6309*** -13.9716*** -12.6188*** 
 
(4.41136) （4.34019） (4.11473) （4.09582） 
製造費外注率 0.172835** 0.163957* 0.138652* 0.133355* 
 
(0.0835791) （0.0843858） (0.0789571) （0.0803180） 
従業員数 -0.137718 -0.0346146 -0.244455** -0.247594* 
 
(0.154242) （0.176471） (0.122175) （0.126271） 
従業員平均年
収 
1.83191*** 1.67036*** 1.54124*** 1.40774*** 
 





















固定効果 YES YES YES YES 
標本数 1300 1300 1289 1289 
R2 0.705837 0.705540 0.713248 0.712030 
補正 R2 0.664220 0.663881 0.672284 0.670892 
F 値 16.96027 16.93606 17.41137 17.30811  
  注：***は 1％有意、**は 5％有意、*は 10％有意。 




上記の表に示した「売上高営業利益率」のモデル 1 と 2 の結果を見ると、「製造費外
注率」の係数のβ1 が統計的に有意で、0．172835（モデル 1）と 0．163957（モデル 2）
となる。仮説通りに、「製造費外注率」は「売上高営業利益率」へプラスの影響を与え
ることを示唆している。具体的に説明すると、この結果は「製造費外注率」が 1％上昇
すると、「売上高営業利益率」が 0．172835％（モデル 1）あるいは 0．163957％（モデ
ル 2）上昇することを示している。 
「売上高経常利益率」のモデル 1 と 2 の結果が「売上高営業利益率」の結果と似て
いる。「製造費外注率」の係数のβ1 は有意で、0．138652（モデル 1）と 0．133355（モ
デル 2）になる。仮説通りに、「製造費外注率」は「売上高経常利益率」へプラスの影
響を与えている。すなわち、「製造費外注率」が 1％上昇すると、「売上高経常利益率」











関して、モデル 1 とモデル 2 の回帰式の説明力が高いと言える。 
 









表 6：（対数）推計結果 2（総資本利益率、株主資本利益率と総資本経常利益率） 














const -18.4665*** -17.6435*** -17.5863*** -15.6122*** -16.8793*** -16.0038** 
 
(6.39937) （6.38164） (4.61371) （4.55262） (6.30425) （6.28617） 
製造費外注
率 
0.178606* 0.174450* 0.190519** 0.182505** 0.189986* 0.183439* 
 
(0.0996831) （0.100555） (0.0865584) （0.0875652） (0.107578) （0.107207） 
従業員数 -0.222982 -0.208444 -0.198665 -0.135835 -0.0951527 0.00147309 
 
(0.183196) （0.201849） (0.139632) （0.150764） (0.234226) （0.259996） 
従業員平均
年収 
1.97302*** 1.89829*** 1.99349*** 1.82862*** 1.78225** 1.73061** 
 




























固定効果 YES YES YES YES YES YES 
標本数 1209 1209 1316 1316 1208 1208 
R2 0.530326 0.530046 0.648357 0.646837 0.490773 0.491595 
補正 R2 0.458620 0.458297 0.599297 0.597565 0.412954 0.413902 
F 値 7.395855 7.387522 13.21574 13.12800 6.306607 6.327395 
  注：***は 1％有意、**は 5％有意、*は 10％有意。 
    標準偏差は、Robust standard errors を使用している。 
出所：筆者作成 
 
モデル 1 と 2 の「総資本利益率」に関し、「製造費外注率」の係数のβ1 は有意で 0．
52 
 
178606（モデル 1）と 0．174450（モデル 2）となる。つまり、「製造費外注率」が 1％




モデル 1 と 2 の「総資本経常利益率」に関しても、「製造費外注率」の係数のβ1 は
有意で 0．190519（モデル 1）と 0．182505（モデル 2）となる。仮説通りに、「製造費
外注率」は「売上高経常利益率」へプラスの影響を与えていることが分かる。すなわ
ち、「製造費外注率」が 1％上昇すると、「売上高経常利益率」が 0．190519％（モデル
1）あるいは 0．182505％（モデル 2）上昇するということになる。 
モデル 1 と 2 の「株主資本利益率」に関しても、「製造費外注率」の係数のβ1 は有
意で、プラスである。すなわち、「製造費外注率」が 1％上昇すると、「売上高経常利益










提案したモデル 1 とモデル 2 の説明力が高いと考える。 
 
 







表 7：（対数）推計結果 3（総資本回転率と売上高成長率） 










const -1.64111 -0.654500 -6.92313 -3.93414 
 
(1.60366) （1.77173） (8.08352) （7.48254） 
製造費外注率 0.0526092** 0.0484249* 0.225704** 0.229821** 
 
(0.0254514) （0.0247781） (0.106267) （0.108209） 
従業員数 0.0155778 0.0709309 0.330547 0.634494** 
 
(0.0737687) （0.0893291） (0.295634) （0.282234） 
従業員平均年収 0.258884 0.178228 0.450991 0.275960 
 





















固定効果 YES YES YES YES 
標本数 1418 1418 819 819 
R2 0.858278 0.858039 0.354406 0.360100 
補正 R2 0.839984 0.839714 0.198640 0.205709 
F 値 46.91567 46.82381 2.275250 2.332382 
  注：***は 1％有意、**は 5％有意、*は 10％有意。 








率」の係数のβ1 はプラス有意で、0．0526092（モデル 1）と 0．0484249（モデル 2）
となる。すなわち、「製造費外注率」が 1％上昇する毎に、「総資本回転率」が 0．0526092％




225704％（モデル 1）あるいは 0．229821％（モデル 2）上昇することがわかる。 
また、「従業員平均年収」は、「総資本回転率」と「売上高成長率」に関し、係数が

























































った［手塚 公登等 2010］。 
特に、日本の SIer は、「コンサルティングから設計、開発、運用・保守・管理まで












図 15：SIer 企業のコア生産業務と非コア生産業務 
































































































































第 7 章 むすび 




の被説明変数を含むモデルを構築した。159 社の SIer 企業の 2001 年から 2013 年まで









































































































番号 会社名称 決算年 
1 （株）エヌ・ティ・ティ・データ 2003－2013 
2 キヤノンマーケティングジャパン（株） 2001－2012 
3 （株）大塚商会 2001－2012 
4 （株）野村総合研究所 2001－2013 
5 日本ユニシス（株） 2001－2013 
6 伊藤忠テクノソリューションズ（株） 2004－2013 
7 NEC フィールディング（株） 2003－2011，2013 
8 （株）CSK 2001－2006，2011 
9 （株）日立情報システムズ 2001－2008 
10 トランス・コスモス（株） 2001－2013 
11 （株）日立ソリューションズ 2001－2009 
12 富士ソフト（株） 2001－2013 
13 新日鉄住金ソリューションズ（株） 2003－2013 
14 （株）富士通マーケティング 2001－2009 
15 NEC ソフト（株） 2001－2005 
16 SCSK（株） 2001－2013 
17 ネットワンシステムズ（株） 2009－2013 
18 TIS（株） 2001－2008 
19 都築電気（株） 2001－2013 
20 NEC システムテクノロジー（株） 2004－2005 
21 （株）インテック 2001－2006 
22 JBCC ホールディングス（株） 2001－2006 
23 （株）電通国際情報サービス 2001－2013 
24 （株）アルゴ 21 2001－2007 
65 
 
番号 会社名称 決算年 
25 （株）もしもしホットライン 2001－2013 
26 ソラン（株） 2001－2010 
27 （株）DTS 2001－2013 
28 （株）TKC 2001－2004 
29 （株）シーイーシー 2001－2013 
30 三井情報（株） 2008－2013 
31 シーキューブ（株） 2001－2013 
32 日商エレクトロニクス（株） 2008－2009 
33 （株）オービック 2001－2013 
34 （株）シーエーシー 2001－2012 
35 扶桑電通（株） 2001－2005， 
2009－2012 
36 （株）NSD 2001－2013 
37 （株）パスコ 2001－2013 
38 （株）ソルコム 2001－2012 
39 大興電子通信（株） 2001－2013 
40 （株）TOKAI コミュニケーションズ 2002－2011 
41 キムラユニティー（株） 2001－2013 




44 GMO インターネット（株） 2001－2012 
45 カテナ（株） 2001－2010 
46 インフォコム（株） 2002－2013 
47 （株）インテージ 2002－2013 
48 （株）富士通ビー・エス・シー 2001－2013 
49 JFE システムズ（株） 2001－2013 
50 日本システムウエア（株） 2001－2013 
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番号 会社名称 決算年 
51 和興エンジニアリング（株） 2001－2011 
52 （株）ACCESS 2001－2013 
53 （株）菱友システムズ 2001－2013 
54 （株）ネットマークス 2007－2010 
55 ソフトバンク・テクノロジー（株） 2001－2013 
56 （株）アルゴグラフィックス 2008－2013 
57 フューチャーアーキテクト（株） 2001－2012 
58 キヤノンソフトウェア（株） 2001－2009 
59 （株）アグレックス 2002－2013 
60 （株）アルファシステムズ 2001－2013 
61 MUTOH ホールディングス（株） 2007 
62 日本電通（株） 2001－2013 
63 （株）SJI 2003－2005， 
2010－2012 
64 （株）アイネット 2001－2013 
65 （株）コア 2003－2013 
66 （株）セゾン情報システムズ 2001－2013 
67 （株）さくらケーシーエス 2001－2013 
68 キーウェアソリューションズ（株） 2006－2013 
69 ソレキア（株） 2001－2013 
70 情報技術開発（株） 2001－2013 
71 （株）ワークスアプリケーションズ 2002－2010 
72 日本コンピューター・システム（株） 2001－2013 
73 （株）ミロク情報サービス 2001－2013 
74 サイバネットシステム（株） 2008－2013 
75 （株）オオバ 2001－2007 
76 （株）インフォメーション・ディベロプメント 2001－2013 
77 安川情報システム（株） 2003－2013 
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番号 会社名称 決算年 
78 アイエックス・ナレッジ（株） 2001－2013 
79 （株）電算システム 2008－2012 
80 （株）理経 2012－2013 
81 TDC ソフトウェアエンジニアリング（株） 2001－2013 
82 （株）エヌアイデイ 2003－2013 
83 （株）ビジネスブレイン太田昭和 2001－2013 
84 （株）日立ソリューションズ・ビジネス 2001－2011 
85 コムテック（株） 2001－2013 
86 西菱電機（株） 2002－2013 
87 （株）ジャステック 2001－2012 
88 日信電子サービス（株） 2001－2013 
89 東洋ビジネスエンジニアリング（株） 2001－2013 
90 （株）JIEC 2001－2013 
91 （株）クレスコ 2001－2013 
92 （株）KSK 2005－2013 
93 （株）ソリトンシステムズ 2007－2013 
94 テクマトリックス（株） 2005－2013 
95 （株）ヴィンクス 2006－2013 
96 （株）エヌジェーケー 2001－2013 
97 （株）フォーカスシステムズ 2001－2013 
98 ウチダエスコ（株） 2001－2010 
99 （株）クレオ 2001－2011 
100 日本オフィス・システム（株） 2006－2012 
101 （株）アイティフォー 2001－2013 
102 （株）東計電算 2001－2012 
103 フリービット（株） 2007－2008 
104 日本システム技術（株） 2005－2013 
105 （株）ソルクシーズ 2001－2012 
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番号 会社名称 決算年 
106 （株）ソフトクリエイトホールディングス 2005－2013 
107 （株）両毛システムズ 2001－2013 
108 （株）システムリサーチ 2005－2013 
109 （株）ハイマックス 2002－2013 
110 パシフィックシステム（株） 2007－2013 
111 東京日産コンピュータシステム（株） 2004－2013 
112 （株）イーエムシステムズ 2001－2013 
113 ジャパンシステム（株） 2001－2012 
114 サイバーコム（株） 2007－2013 
115 （株）キューブシステム 2003－2013 
116 （株）東邦システムサイエンス 2002－2013 
117 （株）イーウェーヴ 2004－2005，2009 
118 アドソル日進（株） 2007－2013 
119 （株）クロスキャット 2002－2013 
120 （株）アイ・ユー・ケイ 2001－2003 
121 （株）ビットアイル 2006－2007 
122 福井コンピュータホールディングス（株） 2001－2013 
123 ピー・シー・エー（株） 2001－2013 
124 CDS（株） 2007－2012 
125 SBI ネットシステムズ（株） 2003－2005，2008，
2010－2011 
126 コムチュア（株） 2007－2013 
127 サイオステクノロジー（株） 2004－2012 
128 日本プロセス（株） 2001－2012 
129 神田通信機（株） 2001－2013 
130 日本ラッド（株） 2001－2013 
131 ネクストウェア（株） 2001－2013 
132 （株）昭和システムエンジニアリング 2001－2013 
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番号 会社名称 決算年 
133 （株）アイル 2007－2012 
134 ソフトブレーン（株） 2001－2012 
135 （株）ビーエスピー 2006－2013 
136 KYCOM ホールディングス（株） 2001－2005 
137 （株）アイフリークホールディングス 2007－2012 
138 ネオス（株） 2008－2013 
139 （株）フライトシステムコンサルティング 2005－2013 
140 （株）セック 2004－2013 
141 ジェイエムテクノロジー（株） 2005－2011 
142 （株）ソケッツ 2009－2013 
143 （株）大和コンピューター 2006－2012 
144 テックファーム（株） 2008－2012 
145 （株）システムインテグレータ 2007－2013 
146 アンドール（株） 2001－2013 
147 ULS グループ（株） 2006－2012 
148 図研エルミック（株） 2001－2013 
149 シナジーマーケティング（株） 2007－2012 
150 （株）リミックスポイント 2007，2009－2013 
151 （株）データ・アプリケーション 2007－2013 
152 バリオセキュア・ネットワークス（株） 2006－2009 
153 アイサンテクノロジー（株） 2001－2013 
154 （株）パイプドビッツ 2007－2013 
155 （株）テスク 2002－2013 
156 （株）UBIC 2008－2013 
157 （株）ネクストジェン 2006－2012 
158 eBASE（株） 2007－2013 
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http://www.excite.co.jp/dictionary/japanese/?search=BPO&match=beginswith&itemid=DJR
BPO-020 
 
「iFinance」http://www.ifinance.ne.jp/ 
 
ITO「パートナーズインフォテック有限会社 HP」
http://www.partners-infotech.com/user/ito.php 
 
「会計やさんのメモ帳」http://www.k3.dion.ne.jp/~afujico/ 
 
「会計学を学ぼう」http://financial.mook.to/ 
 
「Q＆A 経営者のための財務管理」http://www.ccsjp.com/ 
 
SIer「Hatena Keyword」http://d.hatena.ne.jp/keyword/SIer 
 
SIer「NSSOL HP」http://www.ns-sol.co.jp/value/system.html 
 
SIer「デジタル大辞泉」http://dictionary.goo.ne.jp/leaf/jn2/96788/m0u/ 
 
「Weblio 英和対訳辞書」http://ejje.weblio.jp/cat/dictionary/wejty 
 
「WEBNOTE－「経済」簿記勘定科目一覧表（用語集）」http://kanjokamoku.k-solution.info/ 
